予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：工業研究費
	事業名: セラミックス研究所開発研究費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　　商工労働部　セラミックス研究所　研究開発部　電話番号：0572-22-5381
　　　　　　E-mail：info@ceram.rd.pref.gifu.jp
	事業費


　要求額：9,789千円（前年度予算額：20,853千円）
	要求内容


	１　要求の内容


○研究開発費
· 地域産業である陶磁器産業に密着した課題を研究開発し、陶磁器産業の高度化や高付加価値化に寄与する。
· 国及び各助成団体などの外部資金を活用し、産学官の連携により陶磁器・セラミックスに関する研究開発を実施して、新分野・新産業への展開を図る。
　（継続研究課題）

· 加飾陶磁器の強度向上に関する研究（A-STEP）　　　
· 低温焼結可能なリサイクルクリストバライト強化磁器の開発（A-STEP）

· 自己施釉化磁器素地の開発（A-STEP）

· 低品位粘土を原料に用いた新たな遮熱・断熱タイルの開発（A-STEP）

　（新規研究課題）

· 季節対応型節電タイルの開発
· カップハンドルの強度試験にかかわる調査研究
· CFRP切削屑の再資源化研究（A-STEP）
· 機能性タイルの開発（A-STEP）
· 電子部品等製造コスト低減のためのＣｅＯ２系材料の開発（サポイン)
＊A-STEP　　：(独)科学技術振興機構　研究成果最適展開支援事業

サポイン　：経済産業省　戦略的基盤技術高度化支援事業
○間接経費

　　外部資金の研究の推進における光熱水費や役務費など間接的に必要な経費
	２　所要経費


○研究課題

継続研究課題　４テーマ　  3,277千円

新規研究課題　５テーマ　　4,516千円
○間接経費　　　　　　　  　 1,996千円
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	20,853
	0
	0
	0
	0
	0
	19,693
	0
	1,160

	要求額
	9,789
	0
	0
	0
	0
	0
	8,659
	0
	1,130

	決定額
	9,789
	0
	0
	0
	0
	0
	8,659
	0
	1,130


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
「研究開発による産業振興・地域振興」を達成するために、地場産業の目線に立って、現場が抱える課題解決のため、継続的に研究開発を行います。得られた研究成果については、積極的に技術移転を行い、地域産業の活性化を支援します。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	技術移転の推進

	　－　　

	1
（H21）
	3
（H22）
	1
（H23）
	2
（H25）
	50％


	外部資金の導入
	　 －

	5
（H21）
	4
（H22）
	6
（H23）
	4
（H25）
	150％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

地域陶磁器産業の高度化・高付加価値化を支援するための研究開発を実施しました。また、新分野展開や新産業育成を目的に、積極的な産学官連携を推進し、新しいセラミックス素材やプロセスの研究開発を実施しました。これらの研究成果を公開し、共同研究や研究会活動により実用化に向けた取り組みを行います。前年度（H23）の活動を示します。　研究論文等：2件　　研究発表：23件　　展示会出展：15件


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

平成24年度は、県内産業への研究成果の実用化を目指し9テーマの研究を行っています。その内5テーマでは外部資金を導入しています。研究により得られた成果は、企業への技術移転や特許出願を行い、新規製品開発を行うとともに、特許実施料の収入の増加に努めます。前年度（H23）の成果を示します。
共同研究：5件　受託研究（企業）：1件　　
特許実施企業数：16件　実施特許数：13件　

特許製品販売額　40,597,530円、実施料収入　527,664円


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○
	地場産業の高度化・高付加価値化や省エネルギー化を支援するために、事業の必要性は高いと考えます。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○
	地域密着課題の半数近くを外部資金で行っており、国等外部機関にも評価される有用な研究課題を行っています。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○
	大学や企業との共同研究を行っており、技術移転等も効率的に行うことができます。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　研究成果の普及の面では、研究報告書の発行、研究発表会の開催や展示会、工業組合等関連団体やマスコミ等への情報提供により積極的に広報を進めています。しかし、開発技術の公表に際しては、他産地や外国との差別化や優位性を維持するために十分な配慮が必要となります。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　地場産業からの意見を、的確に素早く反映させるためにはこの事業が必要不可欠であると考えます。今後も多くの企業からの要望を聞き、研究課題として適切に取り上げていきます。


